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妊産婦・乳幼児への切れ目のない子育て支援の必要性
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昔は、家族だけでなく地域でも子育てが自然発生的に、おせっかい様・お世話様関係が醸成さ

れていました。そのお陰で、子どもは家族・親族・地域社会、あるいは異世代の人々に囲まれ、守

られた生活ができていました。今は、おせっかい様・お世話様、つまりソーシャルキャピタルと

呼ばれる、地域社会の中の信頼関係や互助の中から生まれた規範が、自然に根付く時代ではなく

なってきています。また、祖父母と同居する世帯も減りました。身近で、子育て真っ最中の親を

傷つけずに、あまり身構えずに、さらりと子育てを支えてくれる人が少なくなっているのです。

側で「大丈夫だよ」と声をかけてくれる人が必要です。そのような環境づくりを、戦略的に行う

時代ということです。

妊娠期からの子育て支援という広いテーマをいただきました。厚生労働省は、健やか親子 21第

2次をスタートさせました。これは、専門家のみならず国民総出で母子保健に取り組む運動です。

この中に、妊娠期からの虐待予防が重点課題の一つ

として取り上げられています。そして、重点課題を

下支えするためのポピュレーションアプローチと

して、おせっかい様・お世話様を増やし、妊婦や子

どもを地域で守り、育てることができる地域力の高

いまちづくりを重視しています。これが先ほど申し

上げたおせっかい様・お世話様関連です。

今日は重点課題の一つ、妊娠期からの虐待予防に



絞って、お話をさせていただきます。

毎日のようにニュースになる虐待ですが、「特定妊婦」への妊娠期からの支援は、究極の虐待予

防だと思っています。

望まない妊娠による胎児虐待や妊娠そのものを拒否して産後に殺害という出生ゼロ日殺害や産

後間もない新生児期・乳児期の殺害事例は、相変わらず存在しています。親からの虐待が理由で、

第 1子への虐待が明らかな親の第 2子の産後の殺害または虐待の再発事例もあります。

厚生労働省の統計では、0歳児の死亡事例は全体の 4割、さらに、0歳死亡のうち 0日・0か月

児事例が占める割合もその 4割といわれて、年間 20-30例の死があります。これまでの死亡事例

の中には、妊娠中の母の態度や心理状態から、出産後に虐待をする可能性がある程度予測できて

いた事例もありました。

しかし、妊娠中に妊婦を取り巻く家庭環境や心理

社会的背景、これまでの妊婦の生活の歴史に目を向

けて、関連機関の相互連携が十分だったとは言えま

せんでした。

それはなぜか、思い当たる理由があります。まず、

児童福祉法の対象は、18 歳に満たない子どもであ

り、いわゆる胎児は対象ではなかったこと。その理

由も影響していますが、これまでの仕組みがリスク

の高い妊婦に対応していないこと。例えば、母子保

健法に基づき、母子健康手帳交付事業や妊婦健診が

ありますが、保健サイドにも産科領域にも、その機

会に把握したリスク情報を妊娠中から連携共有し

て、支援に活かす意識や仕組みが不足していたと言

えます。個人情報保護の壁が不要に立ちはだかり、

関連機関の連携の困難性を高くしていたことも理

由でしょう。幾人もの小さな命を失い、ようやく産

後の養育について、出産前から支援が特に必要な妊

婦という「特定妊婦」が児童福祉法第 6条で規定さ

れました。妊婦も児童福祉法の対象になったという

ことは、要するに各自治体にある児童福祉法で定め

られた要保護児童対策地域協議会という虐待家族

を関係者協働で支えるための検討の場の対象に

なったということです。この規定ができたことで、

母子手帳交付時、あるいは妊婦健診時に、特別な支



援が必要な妊婦と判断できれば、産科医療や精神科医療、小児科医療、保健分野、児童福祉等と

の連携・協働が制度上容易になりました。

厚生労働省からも保健師は、既存の手法を生かし

て特定妊婦に関与すること、医療機関は、特定妊婦

の把握と関係機関連携に協力する努力義務があり、

これが守秘義務に係る規定違反とはならないなど

を示す通知も出されています。

この通知以降、医療機関の中の多科連携が進んだ

り、保健・福祉機関と連携・調整が仕組み化され、

特定妊婦を安全な出産に導いていく事例も増えています。今後も更に保健・医療・福祉の協働が

進むことを期待します。

同じく児童福祉法の改正で、地方自治体でも死亡事例の検証が義務化されました。まだ公表数

は多くはありませんが、インターネットで報告書を見ることも可能です。ほんの一部ですがご紹

介します。

・出産直後、ビニール袋に入れ、袋の口を縛った状態で段ボール箱に入れ放置し、窒息死させ

た親がいます。この親は、出産前に出産後の殺害を決意しています。

・退院直後、鼻と口にタオルをかぶせ、顔を胸に押し付け窒息死させて、数年間そのまま遺棄

したなどの事例が検証されています。

このようなゼロ日や 1ヶ月未満児殺害の共通点が

あります。母親に出産後に子どもを育てる意志が希

薄で、自分が養育していくというイメージも乏し

い。あるいは、父役割を期待できないパートナーと

の不安定な関係などの背景があり、結果的に、望ま

ない妊娠でした。次に、経済的問題を抱えていまし

た。生活保護需給家庭や内縁関係のパートナーがい

る母子家庭などがいます。そして親の精神保健的問

題です。心と体の病気を合併している妊婦や若年妊

婦や未婚妊婦。妊婦健診未受診妊婦や救急（飛び込

み）出産事例などはしばしば「望まない妊娠」であ

り、子育て環境を準備できない／する意欲が希薄な

家庭で、親たちのパーソナリティや対人関係の未熟

さが共通しています。

これらの事例から、医療職や福祉職が特定妊婦を

判断するリスクとして次のような場合が導かれて

います。



・上の子に対する養育の問題がすでにある妊婦

・本音で相談できる支援者がいない妊婦、孤立している妊婦

・妊娠の自覚がない・知識がない妊婦

・妊娠を自覚しているのに、出産の準備をしない妊婦

・望まない妊娠、妊娠を否定する妊婦

・慢性的に経済的困窮状態である

・若年妊婦

・こころの問題・知的な課題・アルコール依存、薬物依存などのある妊婦

・妊娠届未提出、母子健康手帳未交付、妊婦健康診査未受診・受診回数の少ない妊婦

などです。

国や自治体の死亡事例報告書から得た課題や疑

問を整理しました。

・様々な理由で、保健機関や病院に相談できない

妊婦がいるということ。

・養育環境が未整備で、養育能力が未熟な親が出

産にいたる事例がある。

・受診していたり、相談関係にあっても、内心を

明かさず事件に至る事例がある。

という現実です。

そして、親の未熟性や複合的で深刻な環境要因を

直視したとき、われわれ援助者は、こうした親たち

に、妊娠を受け入れ、養育していけるよう支え促す

以上に、時に養育義務を強いるような働きかけをし

ていないか、未熟な親に対し、社会的圧力という無

理強いをしていないか自問してみる必要があるよ

うに感じます。加えて、こうした親たちの産後およ

び在宅養育を支えたいと願う支援者の強い正義感と想いが、このような親たちに、裏目の反応行

動を生じさせることもあるのではないかという可能性も、プロとして考慮しておく必要があるよ

うに考えます。

さて、まとめとして個別の対応策を述べます。

まずは、精神保健的見立てを加味した母子健康手帳交付や妊婦健診を実施する。つぎに妊娠初

期から妊婦の心身両面を支援する中で特定妊婦の早期発見に努める。そして、医療機関と保健機

関の間で、効果的に情報提供・共有ができるように働きかける。妊婦がセルフケアを怠り、胎児

の健康を守るための適切な行動が取れない場合や妊婦健診の未受診者は、広義の「胎児虐待」と



捉え、保健センター･市児童福祉部所などに連絡する。

そして、産科はもちろん、妊娠期からの精神科の関与、出産後の小児科とのつながりなどが重

要なので、要保護児童対策地域協議会に医療機関が関与できるよう、開催方法や参加メンバーも

柔軟に対応できる関係づくりと仕組みの検討も必要です。特定妊婦の深刻度によっては、乳児院

や里親などの「社会的養育」の制度について前向きな情報提供についても想定する必要があると

思います。

シビアなことも言いましたが、いずれにしても、

最初から虐待したい親はいません。ボタンの掛け違

いは、その親の生きてきた物語の中にヒントがあり

ます。私たち援助者には、内実は苦悩し続けた親の

歴史に寄り添い、支援する基本姿勢をもちつつ子ど

もを守るための毅然とした判断力も求められます。

「小児科診療UP-to-DATE」

http://medical.radionikkei.jp/uptodate/


